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本 書 に つ い て  
 
 
 

この審査基準は、行政手続法第 5 条及び八王子市行政手続条例第５条第１項の規

定により、都市計画法の規定に基づく開発行為の許可及び市街化調整区域における

建築行為の許可などの基準を定め、公表するものです。 

本審査基準のほか、個々の申請内容が都市計画上、環境の保全上、災害の防止上

及び通行の安全上支障がないかについて審査を行うものとします。 

この審査基準は、東京都が平成 6 年に施行した基準に準拠して、八王子市の地域

特性を踏まえて加除したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

経 過 

 平成 27 年（2015 年） 2 月 1 日   八王子市審査基準を制定 

平成 27 年（2015 年） 4 月 1 日   中核市移行により事務移譲                                

                          八王子市審査基準を施行 

 平成 27 年（2015 年） 9 月 15 日      八王子市審査基準を改訂 

 平成 28 年（2016 年） 4 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

 平成 29 年（2017 年） 5 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

 平成 29 年（2017 年） 12 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

 平成 31 年（2019 年）  4 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

 令和 03 年（2021 年） 6 月 14 日   八王子市審査基準を改訂 

 令和 04 年（2022 年） 4 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

令和 06 年（2024 年） 7 月 31 日   八王子市審査基準を改訂 

令和 7 年（2025 年） 4 月 1 日   八王子市審査基準を改訂 

 

 この基準は、令和 7 年（2025 年）4 月 1 日の申請から適用する。 
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標 準 処 理 期 間  
 

 根 拠 法 令 標 準 処 理 期 間 経 由 機 関 

開発行為の許可 

        

都市計画法 

第 29 条第１項 65 日   

開発行為の許可 

（審査会付議の必要なもの） 

 

都市計画法 

第 29 条第１項 

 

90 日 

 

 

開発行為の変更の許可 都市計画法 

第 35 条の２ 

第１項 

 

65 日 

 

 

工事完了公告前の建築物

の建築等の承認 

 

都市計画法 

第 37 条 

 

20 日 

 

 

開発許可を受けた土地以

外における建築等の制限

の許可 

都市計画法 

第 43 条第 1 項 

 

65 日 

 

 

地位の承継の承認 

 

 

都市計画法 

第 45 条 

 

20 日 

 

 

都市計画法第 29条第 1項

若しくは第 2 項、第 35 条

の 2 第 1 項、第 41 条第 2

項、第 42 条、第 43 条第 1

項又は第 53条第 1項に適

合していることの証明書 

都市計画法 

施行規則 

第 60 条 
5 日  
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３ 開発区域の取り方 

１ 開発区域 

 

 

 

 

（１）市街化区域内において、次の場合の土地は原則として開発区域に含めるものとする。 

① 開発申請区域内における土地所有者又は申請者が、申請区域に接して所有している

土地（開発区域内の土地所有者が隣地を別所有者と共有する土地（以下、「共有地」

という。）については、開発区域に含めないものとする。） 

② 開発行為を行うために必要となる道路の区域 

③ 開発申請区域に連たんする土地注 12で、従前の開発行為が完了公告を受けていない場

合でかつ、以下のいずれかに該当するもの 

     ア 従前の開発行為が同一申請者である場合 

     イ 開発申請区域に連たんする従前の開発申請区域内の道路計画若しくは排水計画が

当該の開発区域のそれらに依存するか又は当該の開発申請区域内の道路計画若しく

は排水計画が従前の開発申請区域内のそれらに依存し、互いの開発行為が完了して

初めて道路計画若しくは排水計画が完結し、正常に機能する内容となっている場合 

 ウ 各開発許可申請に係る設計者が同一である場合 

 

注１：開発行為の定義については本審査基準 1-1-1-1を参照すること。 

注１２：連たんする土地：（申請地に）接する土地をいう。道路、河川等により分断され

ている土地は連たんする土地とは見なさない。また、共有地も連たんする土地とは見なさ

ない。 

（２） 隣接者の協力を得て１ｍを超える擁壁等の構造物を設置する場合は、その構造物の

範囲までを開発区域とすること。注 23 

 

隣接者の協力により構造物を設置する場合の開発区域 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

注２３：市街化調整区域は、市街化を抑制しなくてはならない区域なので別途考慮する。 

 

都市計画法第４条第 13項 

  この法律において「開発区域」とは、開発行為注 1をする土地の区域をいう。 

開発区域 
開発区域 

隣
地
境
界 

隣
地
境
界 

▼ 

▼ 

GL 

GL 

GL 

GL 
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（３）開発区域から除くことができる土地 

下記の土地については、適切な範囲で開発区域から除くことができるものとする。 

① すでに一定の土地利用がなされている土地（適法に建築した建築物等） 

② 生産緑地の指定を受けている土地 

  （生産緑地の指定前にあっては、市への申請書受理の写し等を添付した土地） 

③ 相続税支払の必要があり、そのために相続した土地の一部を開発する場合は、当該

土地以外の連たんする土地 

④ 差押え（競売物件の土地）、物納、納税猶予等の対象となっている土地 

    ⑤ 市街化区域において、農業委員会が耕作を証明した土地 

    ⑥ 急な傾斜地等、周辺の土地利用状況から見て明らかに建築不適当な土地 

    ⑦ 前記（２）により、隣接者の協力を得て擁壁等の構造物を設置する場合で、隣接者

の残りの土地 

    ⑧ 開発申請区域に連たんする土地で、当該開発行為等と同時期に土地利用を図らない

ことが図面現況図または土地利用計画図等により明確である土地 
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⑧ 開発申請区域に連たんする土地で、当該開発行為等と同時期に土地利用を図らないことが図

面現況図または土地利用計画図等により明確である土地である場合 

この場合、除外する土地が、土地の筆の一部とならないこと。 

 

（例１） 

 

             公 図             計 画 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公道             公道 

 

 

 

（例２） 

 

 

             公 図             計 画 

  

 

 

 

 

  

              

 

 

 

公道             公道 

 

 

 

 

 

Ａ町 1番 

Ａ町 2番 

Ａ町 3番 

Ａ町 4番 

Ａ町 5番 

Ａ町 4番 

連たんする 

土地の範囲 

Ａ町 1番 

Ａ町 2番 

Ａ町 3番 

Ａ町 4番 

Ａ町 5番 

Ａ町 4番 

連たんする 

土地の範囲 

※筆の一部となる場合、

原則、開発区域に入れ

ること。 

除外する場合別途理

由が必要 

※土地利用を図

らない区域 

（除外可能） 

Ａ町 4番の一部 
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③区画道路が行き止まり（転回広場あり）の場合 

接続先の既存道路との境界（既存道路のセットバックがある場合はセットバック線

との境界とする）を区画道路の起点とし、区画道路の道路終端部を区画道路の終点

とする。（図Ｅ） 

（1）転回広場がト型の場合（図Ｅ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （2）転回広場が T 型（図 F）・P 型（図 G）の場合 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

※1 転回広場の奥行きが 5.5ｍの場合に限る。奥行きが 5.5ｍ超となる場合は下記

図 I を適用する。 

※2 P 型道路の場合の本線 L の延長は L1～L4 を足し上げたものとする。 

 

（分岐のある区画道路の場合） 

④分岐のある区画道路の場合 

分岐する場所ごとに区画道路の起終点を決めるため、分岐する場所ごとに一方を「本

線」、他方を「支線」と定める。 

「支線」の起点は、分岐点を起点とする。（図ＦH・図 I） 

なお、幅員６ｍ未満の場合は、原則として最長となる路線を本線とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本線Ｌ 

（図Ｅ） 

本線Ｌ 

支線Ｌ 

（図ＦH） 

転回広場 

本線Ｌ 

本線Ｌ 

支線Ｌ 

（図 I） 

（図 F） （図 G）※2 

 

L1 

L2 

L3 

L4 

転回広場（※1） 
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８－２－５ 切土盛土をする場合の地下水の処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

盛土と地山との境界付近に、地下水が流入し、地下水位が盛土を行う前の地盤面の高さを超え、盛土

の内部に進入しているものについては、滑動崩落のおそれが大きいとされている。そのため崖崩れ又は土

砂の流出の原因となる地下水を排除するための排水施設の設置が必要となる。 

切土盛土をする場合の地下水の処理に関する技術的基準は、「盛土規制法に係る手引」の設計編「排

水工に関する技術的基準」に準拠すること。なお、崖面以外の排水施設については、本審査基準の「４－

１－６３ 排水施設」の基準によること。 

都市計画法施行令第28条第７号 

切土又は盛土をする場合において、地下水により崖
がけ

崩れ又は土砂の流出が生じるおそれがあるとき

は、開発区域内の地下水を有効かつ適切に排出することができるように、国土交通省令で定める排水施

設が設置されていること。 

都市計画法施行規則第22条第2項 

令28条第7号の国土交通省令で定める排水施設は、その管渠
きょ

の勾
こう

配及び断面積が、切土又は盛土を

した土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域の面積を用いて算定した計画地下水排水

量を有効かつ適切に排出することができる排水施設とする。 
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１ 農業、林業若しくは漁業の用に供する政令で定める建築物又はこれらの業務を営む者

の居住の用に供する建築物（都市計画法第 29 条第１項第２号）の取扱基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）許可不要の対象 

都市計画法第 29 条第１項第２号で定める、農業、林業若しくは漁業の用に供する政

令で定める建築物又はこれらの業務を営む者の居住の用に供する建築物は、一般に都

市計画と農林漁業の適正な調整という見地からこれを認めることは、やむを得ないも

のであり、スプロールの弊害も生じないので、開発行為の適用除外とされたものであ

り、建築についても許可不要である。 

なお、配送、卸売業務等の商業活動のための集荷用建築物は、施行令第 20 条第１号

に規定する集荷の用に供する施設には該当しない。 

（２）業種について 

日本標準産業分類による、Ａ－農業、Ｂ林業・狩猟業又はＣ－漁業・水産養殖業・

林業、Ｂ－漁業の範囲であること。 

（３）申請者について 

当該市街化調整区域において「（２）業種について」の業種に直接従事する者である

こと。なお、被傭者、従業者も含む。ただし、臨時的に従事していると認められる者

は含まない。 

直接従事しているかの判断は農業委員会の農業従事者証明等、公的機関が発行する

証明書により判断する。 

（４）申請地について 

次のいずれかに該当すること。 

   ア 申請者が所有権を登記（仮登記を含む）してある土地 

   イ 申請者が賃貸借等により、その土地の使用が認められる権利を有し、その権利

を登記（仮登記を含む）してある土地 

   ウ 申請者の親族（民法第 725 条に定める範囲）が区域区分日前から所有している

土地 

 

 

都市計画法施行令第 20 条 

  法第 29 条第１項第２号及び第２項第１号の政令で定める建築物は、次に掲げるも

のとする。 

 一 畜舎、蚕室、温室、育種苗施設、家畜人工授精施設、孵
ふ

卵育雛
よう

施設、搾
さく

乳施設、

集乳施設その他これらに類する農産物、林産物又は水産物の生産又は集荷の用に供

する建築物 

 二 堆
たい

肥舎、サイロ、種苗貯蔵施設、農機具等収納施設その他これらに類する農業、

林業又は漁業の生産資材の貯蔵又は保管の用に供する建築物 

 三 家畜診療の用に供する建築物 

 四 用排水機、取水施設等農用地の保全若しくは利用上必要な施設の管理の用に供す

る建築物又は索道の用に供する建築物 

 五 前各号に掲げるもののほか、建築面積が 90 平方メートル以内の建築物 
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番号 提出書類 必要添付書類 法令 摘要 確認 

7 本人確認資料  市規 4・3 ・上記 6 の同意者の印鑑証明書等 
・全部事項証明書の住所と違う場合は住民票

等と照合 

・同意年月日の前後３か月以内に発行された
もの 

 

 

8 土地及び工作物等の全

部事項証明書 

 市規 3・1・2 

市規 3・1・3 

・公図と照合、無地番地の確認 

・発行後３か月以内もの 

 

の 

 

 

9 申請者の資力及び信用

に関する書類 

法人 履歴事項全部証明

書 

法 33・1・12 

令 24・2 
市規 3・1・3 

・履歴事項全部証明書、住民票は発行後３か

月以内のものを添付 
・財務諸表及び事業経歴書は直前の決算期の

もの。ただし、開発区域が１ha 以上の場合

は３か年分の財務諸表 
・納税証明書（前年度分のもの） 

法人－法人事業税又は法人税 

個人－個人事業税又は住民税 
・残高証明又は融資証明は金融機関が２か月

以内の残高等を証明したもの（複数機関の

ときは同一日付の残高を証明したもの） 
※工事費に対して相当以上の残高がある
こと 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務諸表 

事業経歴書 

納税証明書 

残高証明又は融資

証明 

暴力団等に該当し

ないことの誓約書 

個人 住民票 

納税証明書 

 

残高証明又は融資

証明 

暴力団等に該当し

ないことの誓約書 

10 工事施行者の施行能力

に関する書類 

履歴事項全部証明書 法 33・1・13 

令 24・3 
市規 3・1・3 

・建設業許可の種類については土木工事業で

あること（ただし、１件の請負金額が 500
万円以上（消費税を含む）の工事） 

・履歴事項全部証明書は発行後３か月以内の

もの 
・工事経歴書については過去２年分を添付す

ること 

 

 

 

 

 

 

建設業許可書の写し又

は証明書 

工事経歴書 

 
 
 

 

11 設計者の資格を証する
書類 

卒業証明書、技術士、一
級建築士、実務経験証明

書その他 

法 31 
規 17・1・4、

規 18、規 19 
盛土規制法を
準用 

・１ha 以上の開発行為の場合 

・盛土規制法みなし許可に該当し、地上高が
５ｍを超える擁壁の設置又は造成面積が
1,500 ㎡を超える土地において排水施設の

設置を措置した場合 
・卒業証明書及び実務経験証明書のほかは写

しを添付 

 

12 既存権利を有すること
を証する書類 

土地の全部事項証明書 法 34・13 ・法第 34 条第 13 号に該当の場合 

・全部事項証明書は発行後３か月以内のもの 

・売買契約書については写しを提出（副本に

原本を添付する） 

 

売買契約書 

13 その他、関係法令に基
づく許可、認可等が必

要な場合はその許可等
に関する書面 
 

 

 
 

市規 3・1・3 ・自然保護条例に該当する場合は、許可書又
は受付票の写し 

・消防水利の確認書の写し（消防法） 
・都市計画施設にかかる場合には、計画線の 

証明（指示）をとる 

・埋蔵文化財包蔵地に該当しているか確認す
る（文化財保護法） 

 

その他 
・土地区画整理法、土砂災害防止法、森林法、

自然公園法、鳥獣保護法、河川法、砂防法、

公有地拡大促進法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注) 盛土規制法みなし許可に該当する場合は、重複しない盛土規制法の許可申請添付書類も

添付すること。 
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１．鉄筋コンクリート造擁壁の設計諸元 

 

(1) 設計条件 

① 上載荷重（kN/㎡）                 ：ｑ＝  9.8 

 

(2) 裏込め土の性質 

① 壁背面と鉛直面とのなす角（度）           ：α＝  ０ 

② 地表面と水平面とのなす角（度）           ：β＝  ０ 

③ 裏込め土の内部摩擦角（度）             ：φ＝  25 

④ 壁面摩擦角（安定計算時）         ：δ＝  ０ 

         （部材計算時：２φ/３） ：δ＝  16.6 

 

(3) 基礎地盤の許容支持力及び摩擦係数 

① 許容支持力（地震時）＝1.5×許容支持力（常時） 

② 摩擦係数                ：μ＝  0.4 

③ 粘着力は考慮しない。ただし、突起を設ける場合は、 ：ｃ＝  ０ 

資料７－１２により粘着力を考慮することができる。（kN/㎡） 

 

(4) 地震の震度（地上高（見え高）５ｍを超える場合） 

1) 水平震度                      ：kh＝  0.2 

2) 鉛直震度                      ：kv＝  ０ 

 

(5) 安全率（常時） 

① 転倒（重心の位置＝底版幅の中心から1/6以内）    ：Fo＝  1.5 

② 滑動                        ：Fs＝  1.5 

 

(6) 材料強度等 

① コンクリート 

1) 設計基準強度（Ｎ/mm2）            ：σck＝ 24 

2) 許容曲げ圧縮応力度（Ｎ/mm2）     ：σca＝ ８ 

3) 許容せん断応力度〔平均せん断応力度〕（Ｎ/mm2）  ：τca＝ 0.39 

② 鉄筋 

1) SD295の許容引張応力度（Ｎ/mm2）(D28以下)     ：σsa＝ 196.0 

2） SD345の許容引張応力度（Ｎ/mm2）(D28以下)     ：σsa＝ 215.0 

3） SD345の許容引張応力度（Ｎ/mm2）(D28超)      ：σsa＝ 195.0 

（ なお、他の鋼材種類を使用する場合は、別途、建築基準法施行令第90条を

満たす適切な許容応力度を設定すること。） 

 

③ ヤング係数比                    ：ｎ ＝ 15 
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(7) 単位体積重量 

① 無筋コンクリート（kN/ｍ３）            ：γｃ＝  23 

② 鉄筋コンクリート（kN/ｍ３）            ：γｃ＝  24.5 

③ 裏込め土（kN/ｍ３）                ：γ ＝  18 

(8) 構造細目（鉄筋かぶり厚） 

① 竪壁については、再外縁鉄筋（組立鉄筋）において最小かぶり厚さ4cm以上となるよう

に主鉄筋位置を決定する。 

② 底盤については、再外縁鉄筋（配力筋）において最小かぶり厚さ6cm以上となるように

主鉄筋位置を決定する。 

 

※ 本編の標準断面図の設計にあたっては、 

『土木構造物設計ガイドライン 土木構造物設計マニュアル（案）［土木構造物・橋梁編］、 

土木構造物設計マニュアルに係わる設計・施工の手引き（案）［ボックスカルバート・擁壁

編］ 監修 建設大臣官房技術調査室・建設省土木研究所』等を参考としている。 
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２．その他の構造の擁壁 

Ⅰ 施行上の注意事項 

 国土交通大臣の認定する擁壁を設置する場合は、カタログに示す設計条件等（必要地耐

力、必要根入長）を満足するよう十分に注意して施行すること。 

 

Ⅱ 標準構造図 

 国土交通大臣の認定する擁壁については、別途、カタログなどを参照すること。 

また、東京都では、重量ブロック上端と背後の土が水平の場合に限り、地上高（見え高）

60cmまでの重量ブロック三段積み構造の断面を標準化している。 
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重量ブロック３段積み      単位;mm 縮尺;1/10 
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Ⅰ 鉄筋コンクリート造擁壁の構造計算例 

§1.設計条件 
1.1 形状寸法 
1.1.1 躯体形状寸法 

3
0
0

3
1
5
0

300

3
1
5
0

3
0
0

2 600

3
4
5
0

2 900

[単位：ｍｍ]

 
                  奥行方向幅（ブロック長） B ＝  1000(mm) 
1.2 使用材料 

              【コンクリート】    竪壁（鉄筋コンクリート）：σck ＝    24  (N/mm2) 
                                  底版（鉄筋コンクリート）：σck ＝    24  (N/mm2) 
              【鉄        筋】    種          類：        SD345 

              【 内部摩擦角 】    背  面  土  砂：        25.00 (度) 
              【単位体積重量】 
                                                            (kN/m3)  

躯  体  鉄筋コンクリート         24.500      

  水     浮力算出用               9.800      

         土    砂          湿潤重量 飽和重量 

         背    面           18.000   19.000  

         前    面           18.000   19.000  

1.3 載荷荷重  

  荷  重   
  状  態   

載荷位置 
   (m)   

 載荷幅  
   (m)   

 荷重強度 (kN/m2)  有効な検討 

 始端側   終端側  安 
定 

竪 
壁 

底 
版 

   常時       0.000      ∞    9.800    9.800  ○ ○ ○ 

1.4 土砂 

        ・背面土砂形状  
擁壁天端と地表面始点のレベル差           (m)   0.000  

          ・前面土砂高さ  

  荷  重   
  状  態      高さ    

   常時       0.450   

          ・土砂の取扱い(前面土砂)  

  荷  重   
  状  態   

    安定計算時     つま先版 
 設計時   鉛直力   水平力  

   常時     無  視   無  視   ───  

 

削除 
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1.5 土圧 
        ・土圧の作用面の壁面摩擦角(度)  

 荷  重  
 状  態  

             主働土圧              
 受働土圧  

安定計算時 断面計算時    切土    

 常  時     0.000     16.667    ────   ────  

          ・土圧を考慮しない下面からの高さ         0.000  (m) 
          ・安定計算時の土圧の仮想背面は、かかと端(かかとから鉛直に伸ばした線) 

          ・安定計算時の土圧作用面が鉛直面となす角度    0.000  (度) 
          ・竪壁設計時の土圧作用面が鉛直面となす角度    0.000  (度) 
          ・粘着力(kN/m2)  

 荷  重  
 状  態  すべり面用 粘着高さ用 

 常  時     0.000      0.000   

          ・水位以下の土圧算出時の地震時慣性力は設計水平震度を適用 
1.6 基礎の条件 

1.6.1 許容せん断抵抗算出用データ  
照査に用いる底版幅                             全  幅   

基礎底面と地盤との間の付着力  CB   (kN/m2)     0.000  

基礎底面と地盤との間の摩擦係数tanφB           0.400  

1.7 安定計算の許容値及び部材の許容応力度 

1.7.1 安定計算の許容値  

  荷  重   
  状  態   

許容偏心量 
 eB ／ B 
    (m)    

転倒安全率 滑動安全率 
  最  大   
地盤反力度 
  (kN/m2)  

   常時        1/6       1.500      1.500     135.000 

1.7.2 部材の許容応力度 

  (1)鉄筋コンクリート部材 
  1)  竪壁（一般部材） 
                                                                (N/mm2)  

  荷  重   
  状  態   

割増 
係数 

コンクリート 
の圧縮応力度 
    σca     

  鉄筋の   
引張応力度 
    σsa   

    せん断     
    応力度     
 τa1     τa2 

   常時    1.00      8.000     195.000   0.390  1.700 

   2)  底版（一般部材） 

                                                                (N/mm2)  

  荷  重   
  状  態   

割増 
係数 

コンクリート 
の圧縮応力度 
    σca     

  鉄筋の   
引張応力度 
    σsa   

    せん断     
    応力度     
 τa1     τa2 

   常時    1.00      8.000     195.000   0.390  1.700 

        ここに、 

              τa1 ：コンクリ－トのみでせん断力を負担する場合のせん断応力度 
              τa2 ：斜引張鉄筋と協同して負担する場合のせん断応力度 

§2.安定計算 
2.1 水位を考慮しないブロックデータ 

(1)躯体自重 
  1)ブロック割り     2)自重・重心 

 
 

 

 

 

 
          
重心位置  XG ＝ Σ（Vi・Xi）／ΣVi ＝    1.403／   1.815 ＝    0.773 (m) 

            YG ＝ Σ（Vi・Yi）／ΣVi ＝    1.902／   1.815 ＝    1.048 (m) 
 

 
(2)背面土砂 
  1)ブロック割り               2)体積・重心 

  
 
 
 

 
 
 

     重心位置  XG ＝ Σ（Vi・Xi）／ΣVi ＝   13.104／   8.190 ＝    1.600 (m) 
               YG ＝ Σ（Vi・Yi）／ΣVi ＝   15.356／   8.190 ＝    1.875 (m) 

区 
分 

計算式 
幅 × 高さ × 奥行 

体積 
Vi(m3) 

重心位置(m) 
Vi・Xi Vi・Yi 備考 

Xi Yi 

1 
2 

0.300× 3.150×  1.000 
2.900× 0.300×  1.000 

0.945 
0.870 

0.150 
1.450 

1.875 
0.150 

0.142 
1.262 

1.772 
0.131  

Σ  1.815 ──
─ 

──
─ 1.403 1.902  

区 
分 

計算式 
幅 × 高さ × 奥行 

体積 
Vi(m3) 

重心位置(m) 
Vi・Xi Vi・Yi 備考 

Xi Yi 

1 2.600× 3.150×  1.000 8.190 1.600 1.875 13.104 15.356  

Σ  8.190 ──
─ 

──
─ 13.104 15.356  

1

2

1

削除 

削除 
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2.2 躯体自重，土砂重量による鉛直力、水平力 
  (1)躯体自重による作用力 

  [1]常時  

  位  置   
              鉛直力               
           W ＝ γ ・ V            
               (kN)                

  作用位置   
     X       
    (m)      

 躯    体     24.500 ×   1.815 ＝   44.467     0.773    

  (2)土砂重量，浮力 
  [1]常時 
      1)土砂重量による作用力 

          水位位置による分割  

  位  置   

       全体積、重心位置          水位より下の体積、重心位置   

  体  積   
   V(m3)   

    重心位置(m)      体  積   
  Vl(m3)   

    重心位置(m)    

   X        Y        Xl       Yl    

土砂(背面)     8.190    1.600    1.875      0.000    0.000    0.000  
 

  位  置   

  水位より上の体積、重心位置   

  体  積   
  Vu(m3)   

    重心位置(m)    

   Xu       Yu    

土砂(背面)     8.190    1.600    1.875  

            水位より上の体積 

              Vu ＝ V－Vl 
            水位より上の重心位置 
              Xu ＝ (V・X－Vl・Xl)／Vu 

              Yu ＝ (V・Y－Vl・Yl)／Vu 
          土砂による作用力  

  位  置   
       水位より上の重量        
  Wu ＝ Vu・（土の湿潤重量）   
             (kN)              

       水位より下の重量        
  Wl ＝ Vl・（土の飽和重量）   
             (kN)              

土砂(背面)   8.190 × 18.000 ＝ 147.420     0.000 × 19.000 ＝ 0.000     
 

  位  置   
  重量 W   
 Wu ＋ Wl  
   (kN)    

    作用位置 X     
(Wu・Xu＋Wl・Xl)/W 
        (m)        

土砂(背面)   147.420         1.600       

  (3)自重集計 

    [1]常時  

 

2.3 地表面の載荷荷重 

    鉛直力 

 
      ここに、 

            q  ：載荷荷重強度 
            L  ：載荷荷重長さ  
            X  ：つま先位置から合力作用点までの距離  

 荷重状態      q1     
 (kN/m2)   

    q2     
 (kN/m2)   

    L      
   (m)     

  鉛直力   
    N      
   (kN)    

 作用位置  
    X      
   (m)     

   常時        9.800      9.800      2.600      25.480     1.600  

2.4 土圧 

  [1]常時 
  土圧は試行くさび法により求める。 
  仮想背面の位置（つま先からの距離）      xp ＝  2.900 m 

                                          yp ＝  0.000 m 
  仮想背面の高さ                           H ＝  3.450 m 
  仮想背面が鉛直面となす角度              α ＝   0.000° 

  背面土砂の単位体積重量                 γs ＝ 18.000 kN/m3 
  背面土砂の内部摩擦角                    φ ＝ 25.00° 
  壁面摩擦角                        δ ＝ β ＝  0.000° 

  すべり角の変化範囲                     ωi ＝ 10.00°～ 85.00° 
  すべり角(ω)に対する土砂重量(W)，土圧力(P) 
  水位  hw ＝ 0.000 m  

 すべり角  
  ω(°)   

            土砂重量  W(kN)              土圧力   
  P (kN)   水位以上 水位以下 上載荷重   合計   

     57.00   69.566    0.000   21.956   91.522     57.189 

     58.00   66.938    0.000   21.127   88.065     57.190 

           
  重  量   
    Ni     
   (kN)    

  水平力   
    Hi     
   (kN)    

    作用位置(m)       モーメント(kN.m)    

   Xi       Yi      Ni・Xi     Hi・Yi   

 躯    体      44.467      0.000    0.773    0.000     34.380      0.000 

 背面土砂     147.420      0.000    1.600    0.000    235.872      0.000 

 合    計     191.887      0.000  ───   ───     270.252      0.000 
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     59.00   64.366    0.000   20.315   84.681     57.118 

  土圧力が最大となるのは、 
      ω ＝ 58.00°のとき  P ＝ 57.190 kN 
  である。 

  土圧力 

 

 
        ＝ 57.190 kN 
  このときの土圧力の水平成分、鉛直成分、作用位置は次のようになる。 
  水平成分 

      Ph ＝ P・cos(α＋δ) ＝  57.190×cos( 0.000°＋ 0.000°) ＝  57.190 kN 
  鉛直成分 
      Pv ＝ P・sin(α＋δ) ＝  57.190×sin( 0.000°＋ 0.000°) ＝   0.000 kN 

  作用位置 

 
       x ＝ xp－Ho・tanα ＝ 2.900－1.150×tan0.000°＝ 2.900 m 

       y ＝ yp＋Ho ＝ 0.000＋1.150 ＝ 1.150 m 
・土圧図 

 
2.5 作用力の集計 
  (1)フーチング前面での作用力の集計 
  [1]常時  

  項  目     鉛直力   
  Ni (kN)  

  水平力   
  Hi (kN)  

       アーム長           回転モーメント(kN.m)   

  Xi (m)     Yi (m)   Mxi＝ Ni・Xi Myi＝ Hi・Yi 

 自    重    191.887      0.000      1.408      0.000     270.252        0.000   

 載荷、雪     25.480      0.000      1.600      0.000      40.768        0.000   

 土    圧      0.000     57.190      2.900      1.150       0.000       65.768   

 合    計    217.367     57.190   ────   ────     311.020       65.768   
 

  荷重状態（水  位）       No     
   (kN)    

    Ho     
   (kN)    

      Mo       
   (kN.m)    

常時                     217.367     57.190      245.251  

  (2)フーチング中心での作用力の集計 
                鉛  直  力            ：Nc ＝ No              (kN) 

                水  平  力            ：Hc ＝ Ho              (kN) 
                回 転 モ ー メ ン ト  ：Mc ＝ No・Bj／2.0－Mo (kN.m) 
          ここに、 

                フーチング土圧方向幅  ：Bj ＝ 2.900           (m) 
   ■単位幅当り  

  荷重状態（水  位）       Nc     
   (kN)    

    Hc     
   (kN)    

     Mc      
   (kN.m)    

常時                      217.367     57.190      69.932  

   ■全幅(1.000m)当り  

  荷重状態（水  位）       Nc     
   (kN)    

    Hc     
   (kN)    

     Mc      
   (kN.m)    

常時                      217.367     57.190      69.932  

 

削除 



資 7-5 

2.6 安定計算結果 
2.6.1 転倒に対する安定 

   (1)合力作用点及び偏心量の算出 

 
        ここに、 

                d ：底版つま先から合力の作用点までの距離(m) 
              ΣMr：底版つま先回りの抵抗モーメント(kN.m) 
              ΣMt：底版つま先回りの転倒モーメント(kN.m) 

              ΣV ：底版下面における全鉛直荷重(kN) 

 
        ここに、 

               e ：合力の作用点の底版中央からの偏心距離(m) 
               B ：底版幅(m), B ＝ 2.900 
                ea＝ B／n 

        ここに、 
               ea：許容偏心距離(m) 
               n ：安全率  

  荷重状態（水  位）     ΣMr     
  (kN.m)   

  ΣMt     
  (kN.m)   

   ΣV     
   (kN)    

    d      
   (m)     

    e           ea   
   (m)         (m)     

常時                     311.020     65.768    217.367      1.128     0.322  ≦   0.483   

   (2)安全率の算出 

 
          ここに、 
                Mr ：抵抗モーメント 

                Mo ：転倒モーメント 
                ΣV：土圧の鉛直成分を除いた鉛直力の合計 
                x0   ：土圧の鉛直成分を除いた鉛直力の合計の作用位置 

                ΣH：土圧の水平成分を除いた水平力の合計 
                y0   ：土圧の水平成分を除いた水平力の合計の作用位置 
                PAH  ：土圧の水平成分 

                yA   ：土圧の水平成分の作用位置 
                PAV  ：土圧の鉛直成分 
                xA   ：土圧の鉛直成分の作用位置  

  荷重状態（水  位）     ΣV・x0 
  (kN.m)   

  ΣH・y0 
  (kN.m)   

  PAH・yA 
  (kN.m)   

  PAV・xA 
  (kN.m)   

常時                     311.020      0.000     65.768      0.000  
 

  荷重状態（水  位）       Mr     
  (kN.m)   

    Mo     
  (kN.m)   

          安全率           

 F ＝ Mr/Mo      許容値    

常時                     311.020     65.768       4.729  ≧     1.500   

 

2.6.2 滑動に対する安定 

 
      ここに、 
            ΣV：底版下面における全鉛直荷重(kN) 
            ΣH：底版下面における全水平荷重(kN) 

             μ：底版と支持地盤の間の摩擦係数, μ＝0.400 
             CB ：底版と支持地盤の間の付着力(kN/m2), CB ＝ 0.000 
             B ：底版幅(m), B ＝ 2.900  

  荷重状態（水  位）    鉛直荷重  
 ΣV(kN)   

 水平荷重  
 ΣH(kN)   

  安全率   必要安全率  
    Fs          Fsa    

常時                     217.367     57.190     1.520  ≧   1.500    

2.6.3 地盤反力度の計算 
   1)合力作用点が底版中央の底版幅1/3（ミドルサード）の中にある場合 

 
   2)合力作用点が底版中央の底版幅2/3の中にある場合 

 
          ここに、 
                ΣV ：底版下面に作用する全鉛直荷重(kN) 
                  B ：底版幅(m), B ＝ 2.900 

                  e ：偏心量(m) 
  



資 7-6 

 [1]常時  

0.322
1.128

1.450

1
2
4
.
8
4
6

2
5
.
0
6
3

 
  

 
       地盤反力度  (kN/m2)        地盤反力の  

 作用幅(m)   
  x及びB     

  地盤反力   
   の形状       qmin       qmax        最大値   

     2.900       台  形       25.063    124.846 ≦ 135.000  

 

 

§3.竪壁の設計 
3.1 竪壁基部の設計 
3.1.1 水位を考慮しないブロックデータ 
  (1)ブロック割り                (2)体積・重心 

 

     

 

 

 

 

  
     重心  XG ＝ Σ（Vi・Xi）／ΣVi ＝    0.142／   0.945 ＝    0.150 (m) 
           YG ＝ Σ（Vi・Yi）／ΣVi ＝    1.488／   0.945 ＝    1.575 (m) 
 

 
 

3.1.2 躯体自重 

  (1)躯体自重 
  [1]常時  

  位  置              W ＝ γ ・ V            
               (kN)                

  作用位置   
   X  (m)    

躯体(鉄筋)     24.500 × 0.945 ＝ 23.153     0.150    

3.1.3 土圧 
  [1]常時 

  土圧は試行くさび法により求める。 
  仮想背面の位置（断面中心からの距離）    xp ＝  0.150 m 
                                          yp ＝  0.000 m 

  仮想背面の高さ                           H ＝  3.150 m 
  仮想背面が鉛直面となす角度              α ＝   0.000° 
  背面土砂の単位体積重量                 γs ＝ 18.000 kN/m3 

  背面土砂の内部摩擦角                    φ ＝ 25.00° 
  壁面摩擦角                    δ ＝ 2／3φ ＝ 16.667° 
  すべり角の変化範囲                     ωi ＝ 10.00°～85.00° 

  すべり角(ω)に対する土砂重量(W)，土圧力(P) 
  水位  hw ＝ 0.000 m  

 すべり角  
  ω(°)   

            土砂重量  W(kN)              土圧力   
  P (kN)   水位以上 水位以下 上載荷重   合計   

     52.00   69.771    0.000   24.118   93.889     43.327 

     53.00   67.294    0.000   23.262   90.556     43.359 

     54.00   64.882    0.000   22.428   87.310     43.329 

  土圧力が最大となるのは、 

      ω ＝ 53.00°のとき  P ＝ 43.359 kN 
  である。 
  土圧力 

      P ＝ 
W・sin(ω－φ)

cos(ω－φ－α－δ)  

        ＝ 
90.556×sin(53.00°－25.00°)

cos(53.00°－25.00°－0.000°－16.667°)  
        ＝ 43.359 kN 
  このときの土圧力の水平成分、鉛直成分、作用位置は次のようになる。 
  水平成分 

      Ph ＝ P・cos(α＋δ) ＝  43.359×cos( 0.000°＋16.667°) ＝  41.537 kN 

区 
分 

計算式 
幅 × 高さ × 奥行 

体積 
Vi(m3) 

重心位置(m) 
Vi・Xi Vi・Yi 備考 

Xi Yi 

1 0.300× 3.150×  1.000 0.945 0.150 1.575 0.142 1.488  

Σ  0.945 ── ── 0.142 1.488  
1

削除 

削除 
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鉛直成分 

      Pv ＝ P・sin(α＋δ) ＝  43.359×sin( 0.000°＋16.667°) ＝  12.436 kN 
  作用位置 

      Ho ＝ 
H
3  ＝ 

3.150
3  ＝ 1.050 m

 
       x ＝ Ho・tanα－xp ＝ 1.050×tan0.000°－0.150 ＝ -0.150 m 
       y ＝ yp＋Ho ＝ 0.000＋1.050 ＝ 1.050 m 
・土圧図 

1
2
.
4
3
6

41.537

 
3.1.4 断面力の集計 
  （偏心モーメント及び軸力を無視するため鉛直力は集計されません） 

  [1]常時  
  項  目       Ni   

   (kN)    
    Hi   
   (kN)    

    Xi   
    (m)    

    Yi   
    (m)    

 M ＝Mxi+Myi  
   (kN.m)    

 自    重     23.153      0.000      0.000      0.000        0.000  

 土    圧     12.436     41.537     -0.150      1.050       43.614  

 合    計      0.000     41.537   ────   ────       43.614  

    ※Xi は設計断面中心からの距離（前面側に向かって＋）、Yi は設計断面からの高さ 
3.1.5 断面計算 
  (1)鉄筋配置 

 

位 
置 

かぶり 
(cm) 

鉄 
筋 
径 

鉄筋面積 
(cm2/本) 

本 
数 

鉄筋量 
(cm2) 

前 
面 

1 ── ─ ─── ── ─── 

2 ── ─ ─── ── ─── 

背 
面 

1' 8.0 D22 3.871 4.00 15.484 

2' ── ─ ─── ── ─── 

                                                                        引張側必要鉄筋量  11.399 (cm2) 
  (2)曲げ応力度の照査 

      （参考） 
        中立軸の算出 

               x2＋ 2・n
b

 {As'・(x－d')＋As・(x－d)}＝0.0

          よりxを求める。  
        応力度の算出 

               σc ＝ 
M

b・x
2

・( h
2 －

x
3 )＋n・As'・ (x－d')・(h／2－d')

x
＋n・As・ (x－d)・(h／2－d)

x

               σs ＝ n・σc・
d－x
x  

          ここに、 

                x  ：コンクリートの圧縮縁から中立軸までの距離(mm) 
                h  ：部材断面の高さ(mm)，h ＝ 300.000 
                b  ：部材断面幅(mm)，b ＝ 1000.000 

                d  ：部材の有効高(mm) 
                d' ：鉄筋のかぶり(mm) 
                As ：引張側鉄筋の全断面積(mm2) 

                As'：圧縮側鉄筋の全断面積(mm2) 
                n  ：鉄筋とコンクリートのヤング係数比，n ＝ 15.00 
                e  ：部材断面の図心軸から軸方向力の作用点までの距離(mm) 

                σc：コンクリートの曲げ圧縮応力度(N/mm2) 
                σs：鉄筋の引張応力度(N/mm2) 
                M  ：曲げモーメント(N.mm) 

  

  荷重状態（水  位）      M     
 (kN.m)  

   N     
  (kN)   

   x     
  (cm)   

  圧縮応力度(N/mm2)      引張応力度(N/mm2)    

  計算値      許容値     計算値      許容値   

常時                     43.614    0.000    8.049    5.609  ≦    8.000   145.823  ≦   195.000 

   

3
0
02
2
0

8
01'

前  面

背  面

[単位：ｍｍ]

削除 

削除 
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(3)せん断応力度の照査 

                τm ＝ 
Sh

b・d'  ≦ τa1'
 

          ここに、 
                τm：コンクリートのせん断応力度(N/mm2) 
                Sh  ：作用せん断力(kN) 

                d' ：部材断面の有効高(mm) 
                b  ：部材断面幅(mm) 
                S  ：部材断面に作用するせん断力(kN)  

  荷重状態（水  位）    せん断力  
  Sh(kN)   

  有効高   
  d'(cm)   

      せん断応力度(N/mm2)        

  計算値τ  許容値τa1  許容値τa2 

常時                      41.537     22.000     0.189 ≦    0.390      1.700  

§4.かかと版の設計 
4.1 かかと版付け根位置の設計 
4.1.1 水位を考慮しないブロックデータ 
  (1)躯体自重 

  1)ブロック割り               2)自重・重心 
 

  

                  
 
 

 
 
 

重心位置  XG ＝ Σ（Vi・Xi）／ΣVi ＝ 1.014／ 0.780 ＝ 1.300 (m) 
 
 

 
 (2)背面土砂 
  1)ブロック割り               2)体積・重心 

 

   

 
 
 

 
 
 

    重心位置  XG ＝ Σ（Vi・Xi）／ΣVi ＝ 10.647／ 8.190 ＝ 1.300 (m) 
 
 

 
4.1.2 躯体自重，土砂重量による鉛直力 
 (1)躯体自重による作用力 

  [1]常時  

  位  置   
              鉛直力               
           W ＝ γ ・ V            
               (kN)                

  作用位置   
      X       
     (m)      

   躯体        24.500 × 0.780 ＝ 19.110      1.300    

  (2)土砂重量，浮力 

  [1]常時 
          1)土砂重量による作用力 
              水位位置による分割  

  位  置   

       全体積、重心位置          水位より下の体積、重心位置   

    体  積     
      V        
     (m3)      

   重心位置    
      X        
      (m)      

    体  積     
      Vl       
     (m3)      

   重心位置    
      Xl       
      (m)      

土砂(背面)       8.190         1.300           0.000         0.000     
 

  位  置   

  水位より上の体積、重心位置   

    体  積     
      Vu       
     (m3)      

   重心位置    
      Xu       
      (m)      

土砂(背面)       8.190         1.300     

                水位より上の体積 
                  Vu ＝ V－Vl 
                水位より上の重心位置 

                  Xu ＝ ( V・X－Vl・Xl )／Vu 
              

区 
分 

計算式 
幅 × 高さ × 奥行 

体積 
Vi 
(m3) 

重心位置 
Xi 
(m) 

Vi・Xi 備考 

1 2.600× 0.300×  1.000 0.780 1.300 1.014  

Σ  0.780 ─── 1.014  

区 
分 

計算式 
幅 × 高さ × 奥行 

体積 
Vi 
(m3) 

重心位置 
Xi 
(m) 

Vi・Xi 備考 

1 2.600× 3.150×  1.000 8.190 1.300 10.647  

Σ  8.190 ─── 10.647  

1

1

削除 

削除 
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2)土砂による作用力  

  位  置   
       水位より上の重量        
  Wu ＝ Vu・（土の湿潤重量）   
             (kN)              

       水位より下の重量        
  Wl ＝ Vl・（土の飽和重量）   
             (kN)              

土砂(背面)    8.190 × 18.000 ＝  147.420    0.000 × 19.000 ＝    0.000 
 

  位  置   
   重量 W    
  Wu ＋ Wl   
    (kN)     

     作用位置 X      
 (Wu・Xu＋Wl・Xl)/W  
        (m)          

土砂(背面)     147.420          1.300        

  (3)自重集計 

    [1]常時  

           
  重  量   
    Ni     
   (kN)    

作用位置 
   Xi    
   (m)   

モーメント 
  Ni・Xi   
  (kN.m)   

 躯    体      19.110    1.300     24.843 

 背面土砂     147.420    1.300    191.646 

 合    計     166.530  ───     216.489 

4.1.3 地表面の載荷荷重 

    鉛直力 

              N ＝ 
1
2 ・(q1＋q2)・L

 
      ここに、 
            q  ：地表面載荷荷重強度 
            L  ：地表面載荷荷重長さ 

            X  ：設計断面位置から合力作用点までの距離  

 荷重状態      q1     
 (kN/m2)   

    q2     
 (kN/m2)   

    L      
   (m)     

  鉛直力   
    N      
   (kN)    

 作用位置  
    X      
   (m)     

   常時        9.800      9.800      2.600      25.480     1.300  

4.1.4 土圧 
  [1]常時 
  土圧は試行くさび法により求める。 
  仮想背面の位置（つま先からの距離）      xp ＝  2.900 m 
                                          yp ＝  0.000 m 
  仮想背面の高さ                           H ＝  3.450 m 
  仮想背面が鉛直面となす角度             α ＝   0.000° 
  背面土砂の単位体積重量                 γs ＝ 18.000 kN/m3 
  背面土砂の内部摩擦角                    φ ＝ 25.00° 
  壁面摩擦角                        δ ＝ β ＝  0.000° 
  すべり角の変化範囲                     ωi ＝ 10.00°～85.00° 
  すべり角(ω)に対する土砂重量(W)，土圧力(P) 
  水位  hw ＝ 0.000 m  

 すべり角  
  ω(°)   

            土砂重量  W(kN)              土圧力   
  P (kN)   水位以上 水位以下 上載荷重   合計   

     57.00   69.566    0.000   21.956   91.522     57.189 

     58.00   66.938    0.000   21.127   88.065     57.190 

     59.00   64.366    0.000   20.315   84.681     57.118 

  土圧力が最大となるのは、 
      ω ＝ 58.00°のとき  P ＝ 57.190 kN 

  である。 
  土圧力 

      P ＝ 
W・sin(ω－φ)

cos(ω－φ－α－δ)  

        ＝ 
88.065×sin(58.00°－25.00°)

cos(58.00°－25.00°－0.000°－0.000°)  
        ＝ 57.190 kN 
  このときの土圧力の水平成分、鉛直成分、作用位置は次のようになる。 

  水平成分 
      Ph ＝ P・cos(α＋δ) ＝ 57.190×cos(0.000°＋0.000°) ＝ 57.190 kN 
  鉛直成分 

      Pv ＝ P・sin(α＋δ) ＝ 57.190×sin(0.000°＋0.000°) ＝ 0.000 kN 
  作用位置 

      Ho ＝ 
H
3  ＝ 

3.450
3  ＝ 1.150 m

 
       y ＝ yp＋Ho ＝ 0.000＋1.150 ＝ 1.150 m 
  土圧の鉛直成分は、これと等価の三角形分布荷重とする。 

      pv＝
2・Pv

L  ＝ 
2× 0.000
 2.600  ＝  0.000 kN/m

 
  ここに、 
      pv：等価の三角形分布荷重 
      Pv：土圧の鉛直成分 

      L ：かかと版の長さ 
  鉛直力 

      N ＝ 
1
2 ・pv・L ＝ Pv ＝ 0.000 kN
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 作用位置 
 
      x ＝ 

2
3 ・L ＝ 

2
3 ×2.600 ＝ 1.733 m

 
・土圧図 

57.190

 
4.1.5 地盤反力 
    鉛直力 

      N ＝ 
1
2 (q1＋q2)・L

 
    作用位置 

      X ＝ 
2・q1＋q2

3・(q1＋q2)
・L

 
      ここに、 
            q1 ：かかと版前面位置の地盤反力度 

            q2 ：かかと版設計位置の地盤反力度 
            L  ：かかと版設計張出長  L ＝ 2.600  (m) 
  [1]常時  

0.322
1.128

1.450

1
2
4
.
8
4
6

2
5
.
0
6
3

 
  

 
  地盤反力度(kN/m2)    

    q1         q2     
    鉛直力     
    N (kN)     

   作用位置    
     X (m)     

    25.063    114.524      181.463         1.022    

 

 

4.1.6 断面力の集計 

  [1]常時  
 

   竪壁基部の断面力       M1 ＝ 43.614 kN.m 
   かかと版付け根の断面力 M3 ＝ 64.108 kN.m 
   M3 ＞ M1 となったので、付け根の断面力として M1 を適用します。 

4.1.7 断面計算 
  (1)鉄筋配置 

  
 

                                                                        引張側必要鉄筋量  12.663 (cm2) 
   

  項  目       Ni     
   (kN)    

    Xi     
    (m)    

 M ＝Ni・Xi  
   (kN.m)    

 自    重    166.530      1.300      216.489  

 載荷、雪     25.480      1.300       33.124  

 地盤反力   -181.463      1.022     -185.505  

 合    計     10.547   ────       64.108  

  位   
  置   

かぶり 
 (cm)  

 鉄  
 筋  
 径  

鉄筋面積 
(cm2/本) 

  本   
  数   

 鉄筋量  
  (cm2)  

上 
面 

1   10.0   D22    3.871   4.00   15.484 

2   ──   ─   ───   ──   ───  

下 
面 

1'  ──   ─   ───   ──   ───  

2'  ──   ─   ───   ──   ───  

3
0
0

1
0
0

2
0
0

1

上  面

下  面

[単位：ｍｍ]

削除 

削除 

削除 
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(2)曲げ応力度の照査 
      （参考） 

        中立軸の算出 

               x2+ 2・n
b

 {As'・(x－d')＋As・(x－d)}＝0.0

          よりxを求める。  
        応力度の算出 

               σc ＝ 
M

b・x
2

・( h
2 －

x
3 )＋n・As'・ (x－d')・(h／2－d')

x
＋n・As・ (x－d)・(h／2－d)

x

               σs ＝ n・σc・
d－x
x  

          ここに、 

                x  ：コンクリートの圧縮縁から中立軸までの距離(mm) 
                h  ：部材断面の高さ(mm)，h ＝ 300.000 
                b  ：部材断面幅(mm)，b ＝ 1000.000 

                d  ：部材の有効高(mm) 
                d' ：鉄筋のかぶり(mm) 
                As ：引張側鉄筋の全断面積(mm2) 

                As'：圧縮側鉄筋の全断面積(mm2) 
                n  ：鉄筋とコンクリートのヤング係数比，n ＝ 15.00 
                e  ：部材断面の図心軸から軸方向力の作用点までの距離(mm) 

                σc：コンクリートの曲げ圧縮応力度(N/mm2) 
                σs：鉄筋の引張応力度(N/mm2) 
                M  ：曲げモーメント(N.mm)  

  荷重状態（水  位）      M     
 (kN.m)  

   x     
  (cm)   

  圧縮応力度(N/mm2)      引張応力度(N/mm2)    

  計算値      許容値     計算値      許容値   

常時   43.614    7.592    6.577  ≦    8.000   161.242  ≦   195.000 

 
4.2 せん断検討位置[1]の設計 
  付け根からの距離＝ 0.000 m 

4.2.1 断面力の集計 
  [1]常時  

  項  目       Ni     
   (kN)    

    Xi     
    (m)    

 M ＝Ni・Xi  
   (kN.m)    

 自    重    166.530      1.300      216.489  

 載荷、雪     25.480      1.300       33.124  

 地盤反力   -181.463      1.022     -185.505  

 合    計     10.547   ────       64.108  

4.2.2 断面計算 
  (1)せん断応力度の照査 

                τm ＝ 
Sh

b・d  ≦ τa1

 
          ここに、 
                τm ：コンクリートの平均せん断応力度(N/mm2) 
                Sh  ：作用せん断力(N) 

                d  ：部材の有効高(mm) 
                b  ：部材断面幅(mm) 
                τa1：コンクリートのみでせん断力を負担する場合の許容せん断応力度(N/mm2)  

  荷重状態（水  位）    せん断力  
  Sh(kN)   

  有効高   
   d(mm)    

 せん断応力度(N/mm2)   

 計算値τ  許容値τa1  

常時    10.547    200.000      0.053 ≦    0.390  
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Ⅱ 突起の計算 

突起の設置については、突起が無い形状でも滑動の安全率を１．０以上確保すること。

（μ＝０．４、Ｃ＝０で試算） 

突起にかかる地盤反力 

qT＝q1－｛（q1－q2）・Bt/Ｂ｝  

突起の高さ 

  Ht＝底版幅の10～15％とする。 

（qT、q1、q2は地盤反力、Ｂは底版幅） 

突起の位置 

底板の中央（原則として1/3以内）に 

入るよう設置する。 

 

滑動の安全率（Ｆs ） 

Fs＝｛(q1＋q2)/2・Ｂ・tanφ＋Ｃ・Bt ｝/PH 

（φは基礎地盤の内部摩擦角、Ｃは粘着力） 

この時、Fs≧1.5であること。 

 

突起に加わる水平力 

Rt＝｛(q1＋qT)/2・Bt・tanφ＋Ｃ・Bt ｝/ Fs  

 

Ｍ＝Ht・Rt/２ 

Ｓ＝Rt 

部材厚さ：ｔ 鉄筋のかぶり：ｄ＝ｃ＋１cm＝６cm＋１cm＝７cm  において、 

必要鉄筋量 

Aso＝Ｍ/｛σsa・7/8・（ｔ－ｄ）｝≦As（設計鉄筋量）を満たすこと。 

さらに、 

ｐ＝As/（ｂ・ｄ） 

ｋ＝｛２・ｐ・ｎ＋（ｐ・ｎ)2｝1/2－ｐ・ｎ 

ｊ＝１－ｋ/３            において、 

σs （引張り応力度）  ＝Ｍ/（As ・ｊ・ｄ）≦σsa 

σc （曲げ圧縮応力度）＝2M/（ｋ・ｊ・ｂ・ｄ2）≦σca   これらを満たすこと 

τ  （せん断応力度）  ＝Ｓ/（ｊ・ｂ・ｄ）≦τa 

 

※１ φ、Ｃは三軸試験等の室内試験により得られた数値を採用すること。 

（ボーリング調査に基づく推定値の採用は不可。） 

※２ 突起を設ける場合には必要地耐力の大小に関わらず、床付け時及び配筋時の中間検査を

受けること。 

 

【参考文献】 道路橋示方書・同解説 下部構造編  日本道路協会 編 

     宅地防災マニュアルの解説  宅地防災研究会 編 
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          ８    盛土全体の安定性の検討 
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盛土全体の安定性の検討 

 

１  検討を要する大規模盛土造成地 

谷や沢を埋めて造成したことにより盛土内に水の浸入を受け易く形状的に盛土側面に谷部の

傾斜が存在することが多い谷埋め盛土、また傾斜地盤上の高さの高い腹付け盛土などの以下に

該当する大規模盛土造成地について、盛土全体の安定性（地震時）の検討を行うこととする。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  最小安全率等 

○最小安全率 

地震時の法面の安定に必要な最小安全率（Fs）は、Fs≧1.0 を原則とする。 

○設計水平震度（kh） 

地震時の安定計算に必要な水平震度は、0.25に建築基準法施行令第88条第1項に規定するｚ

の数値（東京都内は1.0）を乗じて得た数値とする。 

○強度定数 

安定計算に用いる強度定数は、現地における土質調査及び既存データから総合的に

判断し定めるものとする。 

 

３  安定計算法 

(1) 谷埋め型大規模造成盛土の安定性の検討 

安定計算は、二次元の分割法（図－1参照）のうち下記の方法により検討することを標準と

する。 

二次元の分割法は、土塊の表面が曲線であっても滑り面が複雑であっても適用できる実用性

の高い計算法である。地震力及びその土地の自重による当該盛土の滑り出す力及びその滑り面

に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力は、以下の通り計算する。 

滑り面が複数の円弧又は直線の場合、盛土の滑り面に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力

は、地盤の特性に応じ全応力法または有効応力法により求めることができる。全応力法で解析

する場合には、地震時に土中に発生する間げき水圧を考慮しないで土の透水性に見合った排水

条件による静的試験から求めた設計強度定数を用いる。有効応力法で解析する場合には地質時

に土中に発生する間げき水圧は、間げき水圧の測定を伴う繰り返し三軸試験などから求められ

る。 

１）谷埋め型大規模盛土造成地 

盛土をする土地の面積が3,000平方メートル以上であり、かつ、盛土をすることによ

り、当該盛土をする土地の地下水位が盛土をする前の地盤面の高さを超え、盛土の内部

に侵入することが想定されるもの。 

２）腹付け型大規模盛土造成地 

盛土をする前の地盤面が水平面に対し20度以上の角度をなし、かつ、盛土の高さが５

メートル以上となるもの。 

３）のり高が特に大きい場合 

上記１）、２）に該当しない場合で、盛土の高さが９ｍを超えるもの。 
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図－１ 二次元の分割法における各分割片に働く力（地震時） 

〈有効応力法による場合〉 
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…式① 

間げき水圧の測定を伴う繰り返し三軸試験による場合には、式②を用いることができる。 
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〈全応力法による場合〉 

( ) 
( ) ehh

h

D

RR

RWkRrkWRwW

PRtkWC

M

MM
Fs

　・・・・・

　　　・・･　　　
＝＝

+−−

+−+



+





sincos

tansincos
…式③ 

ここにＦs ：安全率（地震時） 

 Ｍ’Ｒ ：地震時の土塊の抵抗モーメント(kN・ｍ/ｍ) 

 ΔＭ’Ｒ ：抵抗モーメントの増分  

 Ｍ’Ｄ ：地震時の土塊の滑動モーメント(kN・ｍ/ｍ) 

 Ｒｗ ：各分割片の滑り面上の自重による、モーメントの腕の長さ(ｍ)  

 Ｒｒ ：各分割片の滑り面上の底面反力による、モーメントの腕の長さ(ｍ) 

  Ｒe ：各分割片の滑り面上に作用する地震力による、モーメントの腕の長さ(ｍ)  

 Ｒｔ ：分割されたそれぞれの滑り面のモーメントの腕の長さ(ｍ)  

 Ｐ ：対策工の抵抗力（抑止力）(kN /ｍ)  

  注)地滑り抑止杭、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰ工、地下水排除工等の対策によって異なる。 

 Ｗ ：各分割片の単位長さ重量(kN /ｍ) 

削除 
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 Ｕ  ：各分割片の滑り面上に働く間げき水圧（kN/㎡） 

 ｋｈ  ：設計水平震度（地震力の作用位置は分割片の重心位置） 

 α  ：次の式によって計算した各分割片の滑り面の勾配（ラジアン） 

α＝tan-1（Ｈ／Ｌ） 

この式においてＨ及びＬは、それぞれ次ぎの数値を表すものとする。 

Ｈ：各分割片の滑り面の最下流端の標高差を計測した数値(m) 

Ｌ：各分割片の滑り面の標高差を計測した二地点間の水平距離を計測した数値(m) 

 ℓ   ：各分割片の滑り面の長さ（ｍ） 

 φ  ：盛土の内部摩擦角（°） 

 φ’ ：有効応力に関する盛土の内部摩擦角（°） 

 Ｃ  ：盛土の粘着力（kN/㎡） 

 Ｃ’ ：有効応力に関する盛土の粘着力（kN/㎡） 

 Ｃu  ：各分割片の滑り面の非排水せん断動的強度 

 

(2) 腹付け型大規模盛土造成地及び盛土の高さが９ｍを超える場合の安定性の検討 

安定計算は、二次元の分割法のうち円形すべり面法（簡便法（図－２参照））によるものと

し、震度法による安定計算式を用いることとする。また、法面の状況から判断して必要と認め

られる場合には、複合すべり面法、その他の方法によりさらに検討を加えるものとする。 

この方法は、滑り面を円弧とし、分割法により計算を行うもので、最小の安全率に近づける

よういくつかの断面を仮定し、試算する必要がある。 

地震と豪雨が重なることは少ないので、地震時には豪雨による浸透水を考慮しないのが一般

的である。しかし、盛土内に地下水が存在する等の場合、常時のみでなく地震時においてもの

り面の安定性を著しく損なう恐れがあるため、地下水位の設定には十分注意する必要がある。 

地震時の安定計算では、全応力法又は有効応力法により行うことができる。全応力法で解析

する場合には、地震時に土中に発生する間げき水圧を考慮しないで土の透水性に見合った排水

条件による静的試験から求めた強度定数を用いる。有効応力法で解析する場合には地震時に土

中に発生する間げき水圧を考慮する。地震時に土中に発生する間げき水圧は、測定を伴う繰返

し三軸試験などから求めることができる。 

 

図－２ 円形すべり面法における各分割片に働く力（地震時） 

削除 
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<有効応力法による場合>  
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間げき水圧の測定を伴う繰り返し三軸試験による場合には、式⑤を用いることができる。 
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〈全応力法による場合〉 
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ここに Ｆs ：安全率（地震時） 

 Ｍ’Ｒ ：地震時の土塊の抵抗モーメント(kN・ｍ/ｍ) 

 ΔＭ’Ｒ ：抵抗モーメントの増分  

 Ｍ’Ｄ ：地震時の土塊の滑動モーメント(kN・ｍ/ｍ) 

 Ｐ ：対策工の抵抗力（抑止力）(kN /ｍ)  

  注)地滑り抑止杭、ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰ工、地下水排除工等の対策によって異なる。 

 ｒ ：すべり面の半径（ｍ） 

 Ｗ ：各分割片の単位長さ重量(kN /ｍ) 

 Ｕ ：各分割片の滑り面上に働く間げき水圧（kN/㎡） 

 ｋｈ ：設計水平震度（地震力の作用位置は分割片の重心位置） 

 α ：各分割片の滑り面の中心と滑り面を円弧とする円の中心とを結ぶ直線が鉛直

となす角度(度) 

 ｈ ：各分割片の滑り面を円弧とする円の中心と各分割片の重心との鉛直距離（ｍ） 

 ℓ  ：各分割片の滑り面の長さ（ｍ） 

 φ ：盛土の内部摩擦角（°） 

 φ’ ：有効応力に関する盛土の内部摩擦角（°） 

 Ｃ  ：盛土の粘着力（kN/㎡） 

 Ｃ’ ：有効応力に関する盛土の粘着力（kN/㎡） 

 Ｃu  ：各分割片の滑り面の非排水せん断動的強度 
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(3) その他の安定解析 

上記のように安定計算は、（１）については二次元の分割法、（2）については二次元の分

割法のうち円形すべり面法（簡便法）による計算を基本とする。 

あわせて三次元効果等を取り入れた以下に示す安定解析による計算を行うことも可能である。

なお、近年は地震時の盛土変形量を推定する手法として、有限要素法などの手法が研究されて

いるところである。 

以下の各解析方法はそれぞれに特徴等を有しており、適用にあたっては、盛土全体の設計条

件、地盤条件等を勘案し、適切な方法を選定する必要がある。なお、各解析法の詳細について

は、「大規模盛土造成地の変動予測調査ガイドラインの解説」Ⅳ．２ 安定計算（ｐ６９～８

２）を参照するものとする。 

1)残留変形解析(動的解析) 

大地震における盛土全体の安定性に対する検討について円弧滑り面法の適用限界を考慮し

変形解析等を適用できるものとする。地震時における盛土全体の変状を予測する方法にはい

くつかあり、代表的なものを以下に示す。 

①ニューマーク法 

盛土内に滑り土塊を設定し、その滑り土塊が剛体であり、かつ滑り面における応力ひずみ

関係が剛塑性と仮定して、地震時の滑り土塊の滑動変位量を算定する方法である。 

②擬似永久変形解析法 

地盤の軟化や塑性ひずみの発生を考慮しない地震応答解析等により地盤内に生じる応力履

歴を求め、別途、室内試験等に基づき整理した残留ひずみ量の予測式と組み合わせることに

より、見かけ上低下した地震時の変形係数を推定する。その後、有限要素法に基づく自重変

形解析を行って地震後の地盤の変形を算定する方法である。 

③動的弾塑性有限要素解析法 

土の繰り返し応力ひずみ関係をモデル化し、それを有限要素解析法に組み込み、全体の地

震応答を時刻歴で解析し、変形等を直接算定する方法である。 

2)三次元効果を取り入れた安定解析 

三次元効果を導入する方法には、いくつかの提案があり、一般的に使用されている分割法

による三次元解析には、Fellenius法、簡易Bishop法、簡易Janbu法、Spencer法、Hovland法

などがあり、一般的には以下の①～⑥について注意が必要である。 

なお、二次元安定解析で算出される安全率と比較して、一般的に、三次元安定解析で算出

される安全率は1.0～1.3倍程度に大きくなる傾向がある。 

①解析に使用する地盤物性値の精度を高めること。 

②解析条件となる三次元形状を正確に把握することと形状が単純なこと。 

③側面効果の評価の妥当性に留意すること。 

④二次元解析をもとに地震時の水平震度が検討されてきた経緯から、そのまま水平震度を用

いると三次元効果を導入する際には、相対的にやや低めの数値となりかねないこと。 

⑤解析対象に見合った、地盤調査箇所数を決定すること。 

⑥滑動時の滑り線位置が、盛土底部などのように比較的明らかなこと。 
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（参考資料）「実効性のある避難計画」とは 

令和２年６月 10日に公布された改正都市計画法では、市街化調整区域内の災害リスクの

高い区域で、住宅等の開発許可を厳格化するため、条例で指定する区域に、災害危険区域、

地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域、浸水想定区域を含まないこ

ととした。しかしながら社会経済活動の継続が困難になる等の地域の実情に照らしやむを

得ない場合には、「災害が発生した場合に避難場所への確実な避難（以下、「確実な避難」と

いう。）」又は「確実な避難と同等以上の安全性」が確認できることを条件に、例外的に災害

イエローゾーンを建築物の敷地に含めることを許容した。 

ここでいう「確実な避難」とは、実際に災害が発生した後に避難が可能な土地の区域を想

定しており、避難経路等に災害イエローゾーン等が指定されている場合、確実な避難とは認

められない。このため、本審査基準では安全性が十分担保される計画を「確実な避難」と同

等以上の安全性を有するもの定義し、この中で、災害が発生する前に避難が可能となるよう

「実効性のある避難計画の策定」を必要項目とした。 

なお、「実効性のある避難計画」を策定する際には、関係所管と十分な協議を行うことが

重要である。 

 

１．実効性のある避難計画を策定する上で求められる要件 

（１）避難場所への避難経路の確保 

申請地から避難場所まで確実に避難できる経路を確認する。 

ア 避難場所の選定は、想定される災害に対して確実に開設される避難場所とする

こと。 

イ 避難経路は、災害が発生した場合の周辺の地形状況及び浸水想定状況を踏まえ、

慎重に選定すること。 

（２）安全に避難場所まで到達できる時間の確保 

申請地から避難場所への到達時間を考慮して、各種情報・警報のどの段階で避難を開

始するか決定する。 

ア 避難時間の設定は、当該建築物の施設の利用状況を踏まえ、現地で実際に避難を

行い、適正な時間を把握すること。 

（３）安全に避難できる体制の確保 

昼夜・平日・休日を問わず安全に避難できる体制として、職員・家族等の役割分担や、

勤務時間内外の参集体制及び参集基準を定めておく。 

ア 各班の任務と組織の整理又は家族等の役割分担を決定すること。 

イ 参集体制、避難誘導に必要な対策の整理をすること。 

ウ 情報収集方法及び伝達方法の把握をすること。 

（４）安全に避難する上で必要な設備・資機材の確保 

ア 情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資機材を整理すること。 

イ 自己用住宅以外の建築物は施設自体の点検・対策に関する事項を定めること。 

（５）防災教育及び訓練の実施の確保 

ア 定期的に災害を想定した避難訓練を実施し、情報伝達体制や避難誘導の確認を

することが重要となるため、予め、防災教育や訓練の実施に関する事項を定めるこ

と。 
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（６）その他 

ア 当該申請建築物が要配慮者施設で、水防法第 15条の３第１項及び土砂災害防止

法第８条の２に基づく避難確保計画を策定する場合、その避難確保計画を本法の

「実効性のある避難計画」の資料とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 避難確保計画（雛形）八王子市生活安全部防災課 

 

イ ア以外の建築物で「実効性のある避難計画」を説明する図書として、東京都総務

局総合防災部防災計画課が発行した「東京マイ・タイムライン」（東京都防災ホー

ムページ参照）を利用することも有効と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 東京マイ・タイムライン 東京都総務局総合防災計画課 

 

 


